










1978年月 Visiting Associate Professor, Department of Government &
































『現代日本の法』（第章 国家と法） 共著・法律文化社 1974年11月
『現代日本の法思想』（明治憲法制定をめぐる法思想） 共著・有斐閣
1976年月


































































































































て─ 法律時報 62巻12号 1990年10月
国連の平和維持活動と日本国憲法の精神 新聞研究 472号 1990年11月
非核自治体と法─イギリス・アメリカ・日本の場合─（『平和と国際協調
の憲法学─深瀬忠一教授退官記念』） 勁草書房 1990年11月
国連平和協力法案の虚像と実像 法律時報 63巻号 1991年月

























































『GHQ 日本占領史17 出版の自由』（解説Ⅰ・解説Ⅱ，翻訳Ⅵ〜Ⅹ） 日
本図書センター 1999年月
【その他】
『判例コンメンタール 憲法Ⅱ』（憲法33条，34条） 三省堂 1977年月
これからの法律学─憲法訴訟（報告と座談会） ジュリスト655号 1978年
月












和57年度重要判例解説） ジュリスト 792号 1983年
月
外国人指紋押捺拒否事件─ K. K. モリカワ事件・韓宗硯事件（昭和59年度





兵士訴訟 月刊法学教室 64号 1986年月
条約の違憲審査 別冊ジュリスト 憲法判例百選Ⅱ（第	版） 1987年	
月
知る権利と関わる権利自由の関係 法学教室 No.115 1990年月
事件で見る議会制100年─「斎藤隆夫の粛軍演説」「講和条約・安保条約の





新・判例コンメンタール 日本国憲法 	［第33条，第34条］ 三省堂
1994年	月
402
日本公法学者のプロフィール・美濃部達吉 法学教室 No.167 1994年
月
［法律時評］ 日米安保条約・地位協定の見直し 法律時報 68巻13号
1995年12月
ウチとソトの論理─六ヶ所村から脱原子力社会をめざして（六ヶ所村核燃








THEODORE McNELLY, Witness to the TWENTIETH CENTURY, The Life
Story of a Japan Specialist 専修法学論集98号 2006年12月
条約の違憲審査─砂川事件 別冊ジュリスト 憲法判例百選Ⅱ［第版］
2007年月
「憲法訴訟論」の基本問題─憲法判例から論点を考える 専修ロージャー
ナル№.5 2010年月
「人権の基礎理論」の基本問題─憲法判例から論点を考える─ 専修ロー
ジャーナル№.6 2011年月
403
